
空襲被害者の援護に向けた実態調査の実施を求める意見書 

 

 

第２次世界大戦が終わって、まもなく６７年を迎えます。戦争中の相次ぐ空襲で、多くの国

民が傷つき、身寄りを失いました。 

国は、元軍人や軍属などだった人たちには、戦傷病者戦没者遺族等援護法などで、今日まで

多様な国家補償を行ってきました。 

しかし、民間の空襲などの被害者に対しては、未だに補償しようとはしていません。 

戦時中は、国家総動員法や防空法などによって、民間人も戦争への参加・協力が義務づけら

れていました。 

海外の実情を見ると、同じ敗戦国である旧西ドイツは１９５０年に制定した、戦争犠牲者援

護法で、元軍人や民間人を区別せず、戦争の犠牲者として公平に援護し、他の欧米諸国も、そ

の後、同様に補償しています。 

空襲被害の賠償を求めた裁判で、２００９年１２月１４日の東京地裁判決は、原告の請求は

棄却しましたが、判決のなかで「被害者の実態調査や死亡者の埋葬、顕彰等についてできるだ

け配慮することは、国家の道義的義務である」とし、「一般戦争被害者を含めた戦争被害者に

対する救済、援助」は、国会が「立法を通じて解決すべき問題である」と明言しました。 

本年４月２５日東京高裁は、控訴審判決で、一審の地裁判決を支持し、原告側の控訴を棄却 

しました。 

しかし、「立法を通じて解決すべき問題」とした一審判決の基本的な考え方は踏襲しました。 

よって、国会及び政府におかれては、空襲被害者の援護に向けた実態調査を実施することを

要望します。 

 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、新宿区議会の議を経て意見書を  

提出します。 
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